平成１９年度　第３回　芦屋市高齢者権利擁護委員会　会議録
	日　　時
	平成２０年３月１８日（火）　13：30～15：30

	会　　場
	北館２階第３会議室

	出 席 者
	委 員 長　上田　晴男
委　　員　間瀬委員，山本委員，小林委員，田中委員，中野委員，安宅委員，浅原委員
事 務 局　芦屋市精道高齢者生活支援センター

　芦屋市高年福祉課

	会議の公表
	　　　■　公　開　　　　　　　□　非公開　　　　　　　□　部分公開

＜非公開・部分公開とした場合の理由＞

　


	傍聴者数
	　　　　　　　１人


１　議題
(1)平成19年度の権利擁護（虐待を含む）事例について
(2)権利擁護支援の仕組みについて
(3)来年度の権利擁護委員会の取り組み方針について【意見交換】
(4)その他
２　審査（議）内容
(1) 平成19年度の権利擁護（虐待を含む）事例について
（事務局）（資料説明）
（委　員）モニタリングに関する課題が出ていますが，支援センターの業務上での課題でしょうか。
（事務局）今回は，事務局からモニタリングを依頼して行う状態なので，支援者がケース上で必要に応じて行うものではないために，事務局に提出するためにモニタリングしているのではないかということが心配されています。
（委　員）私達がパンフレットなどを作成して住民に啓発していくということをしています。そこで周知がされて，通報を受けた人がどのような目的をもってしていくかということも課題のひとつですが，とりあえず気付いたら一報いただけませんかということもあります。

　　　　　専門家と呼ばれる人たちと，住民からの部分と差をつけて支援者会議を考えていきたいという気もします。

物理的に支援センターとして業務に難しいところがあります。これから物理的にどんどん難しくなることも想定されるということも背景にあるので，そういうところももう少し一緒に考えていければモニタリングもケースバイケースで動けていければよいなと思いました。
（委員長）事務局配布の事前資料で厚生労働省の統計がありますが，養護者からの虐待事例の関係で，分離を行うものとそうでないもの，言い換えれば，緊急性のあるものと，分離の必要性がないものが，３対７の割合です。緊急性がないものであるからこそ，そうならないような予防的，状態を改善させていくための動きが必要になります。指導助言の内容や見守りの具体的な方法など，モニタリングの具体的な時期を設定していかないと，見守りという表現で片付けてしまうことが多いですが，頻度を高くもって対応していくケースもあります。

ケア対応のなかでのモニタリングとしていくためには，あらかじめ通報があって，緊急性がないと判断すると同時にケアプランや支援方針のなかに，前述の内容が盛り込まれていかないと関係機関も役割の設定がありません。その点が求められているのだと思います。

こういったことを支援センターが担っていけるかというと，委員の発言のとおり物理的に難しいところがあるのだとしたら，どうすればよいのかということになります。

結果として対応するのは緊急性が生じた場合にということになれば，何のために通報したのかということになります。通報のメリットが理解されていないのかもしれません。
（委　員）虐待が疑われるけれども，本人に聞いてみると「ケンカ」だと，家族に聞くと「身に覚えがない」という場合があります。家族に連絡して様子を見て欲しいと助言すると，次の日から，本人は家族が親切になったと，やはり家族としても介護に一生懸命になっているため，それ以上のことは言えないことがあります。

（事務局）何らかの関係性において障害が発生している場合に，中間介在として専門職は関わっていくと思うのですが，一方的な見方をすると，やっている人，やられている人という見方になってしまいます。どちらも支援対象者として意識をもってケアマネジャーがアプローチできているかという問題が非常に大きいと思います。

（委　員）仕組み上たくさん課題が出てきていますけれども，すぐに改善できる手立てはあるのですか。会議を待たなくてもよい仕組みなどがありますか。
（事務局）ケアマネジャーが虐待だと感じて通報されるよりも，関係者から通報を促されている，あるいは支援センターに相談があがって，困難ケースというよりも虐待ケースとして提出していっしょに考えていきましょうというケースが多いと考えています。

高年福祉課とか基幹型で連絡をとろうとするのですが，担当の支援者に確認した段階では，緊急性はないという考えで，こちらとは受け取り方にギャップがあるということがあります。

これからの課題としては，早期に受けた段階で，連絡をとって確認をするということの体制を，高年福祉課と基幹型で役割分担を定めないといけないと考えています。そうすることで受けた段階ですぐに動くといった体制ができるものと考えています。
(2) 権利擁護支援の仕組みについて
（事務局）（資料説明）
（委　員）当事者とか支援者にそれぞれの問題を抱えているという説明がありました。身近な問題としてミニ地域ケア会議や小ブロック連絡会議で取り上げていかないと，実感としてすごく大きなものとなってしまっているので，自治会や管理組合が多数ありますが，任期の関係で１年交代になります。その度に一からになります。こういった事例検討とか，地域での問題であなたならどこまでできますかといった，実質的な検討がなされていません。安心安全の街づくりで議論が終了してしまったら繰り返しになってしまうので，もっと身近で支援者に対応できる研修をしてもらえればと思っています。

　　　　　そうすればネットワークも充実していくものと思います。
（委　員）認知症の初期の段階でわからないということもあります。認知症ということを理解してもらえればよいと思います。徘徊ネットワークで警察に情報が入るケースもありますが，徘徊があるために本人を閉じ込めてしまったりということもあります。皆が認知症というものを理解してもらえれば違ってくるのではないかと思います。

（委　員）社会資源の開発の課題がありますが，地域ケアのシステム検討でこういったものが成熟していくのか，どちらで取り扱っていくのですか。

（事務局）基本的な部分は地域のなかからあがってくる小ブロック連絡会やミニ地域ケア会議になってきます。そのうち権利擁護に特化したものが権利擁護委員会のなかで扱われます。資源を作っていくということでは共通してくるものがあるとは思いますが，特化してくるものは権利擁護委員会で検討していく必要があると考えています。

(3) 来年度の権利擁護委員会の取り組み方針について【意見交換】
（委員長）引き続き，来年度の活動などについてどのようなものを，どういう形で検討していくのか，これらの課題解決策と合わせて意見交換をしていただいたらと思います。

（委　員）前回，虐待の“気付きシート”をどうするかということがありましたが，啓蒙する目的で一般の方を対象としたものはできましたか。
（委　員）以前の案では表現などに誤解を招く虞があるので，手直しが必要だと意見したかと思いますが。
（事務局）３点ほど理由があってその後立ち消えになっています。

一つは扱っている表現や作成方法をもう少し慎重にしていくべきであるということ，二つに関係機関を含めた虐待対応についての認識を高めていかないといけないということで専門職種の研修から進めていかなければならなかったということ，三つに基本の流れである虐待対応のフローチャートに課題が生じており，修正を行いもう一度流れを順序だてて形成していかなければならない状況下であるということで，広報として発信するところまで行き着いていないというところです。来年度以降で着手していかなければならないと考えています。成年後見制度のリーフレット等，支援センターのＰＲなども含めて考えていけると思っています。
（委員長）広報をしていくということは大きな課題ではないかと思います。その内容についても一定の検討をしていければと思います。研修も含めた計画をもっておく必要があると思います。
（委　員）後見人の相談場所がないという説明がありましたが，後見人という言葉自体が高齢者にはわかりません。そういう方が相談に来所しやすいようなものがよいと思います。一般の方が広報を見て気軽に行けるようになればよいと思います。
（委　員）広報啓発にしても，誰に向けてどんなものがどの程度の情報として必要か整理をかけていかないといけないと思います。
（委員長）権利擁護支援全体に対するコーディネーションの話がでていますが，具体的に権利擁護支援センターの設置についての課題もでているわけですけれども，この間，厚生労働省の調査研究なども踏まえ，マニュアルも作成し，権利擁護総合相談も継続していて，権利擁護に関する取り組みが着々と進んでいるところです。そういう意味では障がい施策の方との関係も含めた複合的な支援ニーズへの対応，専門的な解決の方法も含めて，権利擁護に特化した支援センターの検討をしていかないと，どこでこれらを取り組むのかということになります。

地域ケアシステムのなかでの高齢者生活支援センターの役割や権利擁護支援センターの役割など，全体のなかでの分担を考えていくということになろうかと思います。

　　　　　地域ケアシステムの精査，重層的な研修計画の具体化，権利擁護支援センターの機能・役割の検討の３つの柱にすると，実態として虐待や権利擁護相談から求められる課題の解決策に繋がるのではないかと思います。

（委　員）専門職のスキルアップのところで，解決時期が２２年度とあります。これは福祉センターの２２年度にあわせているのかなと思っているのですが，実際には複合支援ニーズの事例が多数発生していて，高齢者支援なのか，障がい者支援なのかということがあります。障がい者支援について現場が一番困っているところです。以前にも障害福祉課に専門のケースワーカーを配置するといった案を発言しましたが，段階的に２２年度までの見通しが立つとよいなと思います。その点をどう考えているのか聞きたいと思います。

（事務局）地域ケアシステム会議のなかで三つの障がい団体との検討委員会の立ち上げを柱におくことを予定しており，その上部には自立支援協議会とのネットワーク会議をつないでいくという試みを２０年度に計画しています。

　　　　　そこで連携がとれていくようになるのではと考えています。

（委　員）行政のなかで人事異動の問題などがあり，専門職を雇用するところで課題があるのは事実です。ノウハウを持つ専門家にお願いしながら市がコーディネートしていっています。
今後のあり方としてはこの高齢者権利擁護委員会ができて次は３年目になります。芦屋市が介護保険施行下で取り組んできた地域ケアの小学校区・中学校区の活動があります。また民生委員活動も非常にしっかりしておられます。その組織とこの委員会とどう整理するかというのは以前からの課題ですが，私は無理に整理する必要はないと思っていますが，そろそろ考え方をどうするか検討してもよいのではないかと思っています。地域福祉という視点でいくのか，地域福祉なのだけれどもどちらかというと権利擁護としていくのか，権利擁護というと児童も含まれてくると考えています。“虐待総合相談所”というと児童虐待も高齢者虐待も障がいも私は全て取り組むべきだと考えています。あくまでここは高齢者権利擁護委員会，地域包括支援センターは高齢者の分野，そのへんで地域ケア会議にどう位置づけるか昨年度から議論してきていますが，それの整理をするときに地域福祉というなかでこれをそこまで踏み込むかどうかということも，あまり行き過ぎるのも力量として難しいところもあるかもしれません。平成２０年度に検討する際は，地域福祉をにらんだ権利擁護というところへ福祉センターの２２年度の設置もありますが，まさにそこへどう持ち込むか，そのあたりの位置づけの検討，地域福祉という視点から考えて，この高齢者権利擁護委員会がどういうところまでいけるのか検討する必要があると考えています。
（委員長）今年度，地域ケアシステム会議では実際に障がい分野のケースの検討も始めるということで，今までにない画期的な取り組みです。現場状況を通して取り組んでいこうということになっています。高齢者と障がい者の関係者がいっしょになって支援を検討していける余地があると思います。

　そのなかで高齢者権利擁護委員会の役割，地域ケアシステム全体のなかでどのような形にしていくのか，権利擁護支援センターの機能と役割というところにもなってくると思いますので，そういった点も検討していければと思います。
（委　員）最後にお願いがあるのですが，成年後見の申立の診断書について，今まで何例か記載してきたことがあります。ただ，その記載でよかったのか，結果どうなったのか，記載者への情報がなく，次の機会にどうなのか悩むことがあります。そういったことが情報共有でき，次に繋げていけるようなシステムも検討していただければと思います。
（事務局）当然あるべき連携が取れていないということですから，各種の会議の場でそのようなご意見があることを発信していきます。

(4)その他

（事務局）事務局より３月をもって任期終了となることの説明。機関代表にあっては，次年度以降の選出，個人委員は引き続きお願いしたい旨を打診する。

次回開催は６月ごろを予定し，本委員会，プロジェクトチームの計６回程度の開催を考えている旨を説明する。

　閉会
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